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多くの開発途上国において，移民労働者からの仕送りによる収入が依然として大きな役割を果たしている場
合が多い．しかしながら，仕送りによる収入のほぼ全てを消費する場合が多く，送り出し元地域の経済的な成長
にはつながらないケースも見受けられる．本研究では，開発途上国の地方部において移民労働者の経験や所得を
活かした起業活動が地域経済にとって重要であるということに着目する．移民労働経験者の収入を起業活動へ投
資するかどうかを説明する理論モデルを構築し，起業を促す政策が厚生の改善につながることを示す．さらに，
起業活動への参加意向には，移民前後の地域における社会的ネットワークが果たす役割が大きいことを示す．
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1. はじめに

多くの開発途上国の特徴として，急成長する人口を

背景とした豊富な労働力が挙げられる．そのため，そ

のような潤沢な労働力を背景とし外資資本の企業が国

内に進出し，生産活動を行っており，そのような企業

は新たな雇用を創出することでその地域の人々の賃金

の獲得と生活水準の向上に貢献している．

しかし，そのような外資系企業への傾倒が，地域の

経済的自立を阻害してきた可能性が考えられる．第一

に，進出してきた外国資本の工場は，低賃金を前提と

した労働集約的な生産活動を行っているため，労働者

が技術を修練させることが難しい状況にあると考えら

れる．また，分工場は，地域外の本社のコントロール

下にあるため，自立性の乏しく，R&Dやマーケティン

グといった部門を設置せず，上述した就業環境に相まっ

て，環境の変化に対応する適応力や内発的なイノベー

ションを起こす力が地域内において形成されにくいと

考えられる．第二に，そのような外国資本の企業の雇

用の創出，サポートが当たり前の状況になることによっ

て自力で努力や課題解決を行いにくい状況になってし

まうというモラルハザードが生じてしまい，R&Dや起

業を行うといった雰囲気が醸成されにくいと考えられ

る．つまり，労働集約的な生産活動を地域内に強いる外

国資本の企業が開発途上国地域自身が起業やイノベー

ションを通じて産業を育成することを阻害してきたと

考えられる．

また，そのような現状から，内資産業の育成が滞り，

所得水準の向上が達成されず，貧困問題が発生している

現状がある．そのためもう一つの開発途上国の特徴と

して，そのような貧困状態にある家計を助けるために，

移民労働が頻繁に起こっているという背景がある．例

えばインドネシアでは，その国際収入のうち，27％は

移民労働の送金によるものとなっており非公式なもの

を含めずとも非常に多くの外貨を獲得している例も存

在する（IOM,2010）1)．このような移民労働によって

獲得した収入は自地域に残る家族に送金され，その家

族が生活をする上で欠かせないものになっているため，

それらの多くは消費活動に使用されている現状である．

しかし一方で，そのような消費行動の現れは移民労働

によって獲得した資本を投資に回すことによって自地

域内で産業を育成するという現状にはないことを意味

する．産業が未成熟な状態にある開発途上国地域にとっ

て多くの資本へのアクセスは非常に困難であり，移民

労働は非常に重要な機会であるにもかかわらず，それを

自地域の成長へと還元することはできてはいない．そ

のため，生活を維持していくために移民労働によって

収入を獲得したとしても，それを使い切れば再度移民

労働に頼るしか方法はなく，貧困からの脱出は困難な

状況である．

つまり，多くの開発途上国では外国資本への傾倒と

いう社会的背景に起因するイノベーション能力の低さ
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とそのような消費行動が相まって，貧困と移民への傾倒

という均衡から抜け出せず，経済的自立を達成できなく

なっている．そこで，そのような現状を打破し起業家を

生み出すためには，アイデアと資本を持った人が現れな

くてはならないと考えられる．開発途上国内の地域に

おいてそのようなポテンシャルを持った人は移民労働

に行った家計であると考えられる．例えば，Indonesia，

Malang，Kalipare地区，Arjowilangun村において移民

労働者にインタビューを行った際，移民労働によって資

本と知識を習得し，帰国後に地域内で印刷業を起こし

ていた．また，帰国後の移民労働者に対してビジネス

トレーニングを行う団体を設立したりと，地域内にお

いて比較的資本を持った移民労働者が地域経済を成長

させる重要な要素となりうる可能性を感じられた．こ

のような例から，地域内産業によって外貨を獲得する

ことが難しい状況において，移民労働者が異なる産業

や文化に触れることによって生まれの地域内にはない

アイデアを獲得し，獲得した資本を投資することがで

きれば，地域内に起業家が生まれ，移民と貧困の傾倒

から脱却するための大きな一歩となると考えられる．

以上の背景を踏まえ，本研究では，移民労働者の帰

国後の消費，投資活動に着目し，地域内で起業家が生

まれる条件を分析するとともに，開発途上国内におけ

る投資，起業促進に関する政策的示唆を得ることを目

的とする．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 移民労働に関する既往研究

移民労働の既往研究として，送出国側の視点に立ち，

移民労働が送出国側に与える影響を分析したものが存

在する．例えば，Chami5) らは，送出国側で送金を受

け取る人々は，送金ばかりに頼ってしまい，自らより高

い賃金を稼ぐことを行わなくなる可能性があることを

示唆している．また，Bhagwati and Hamada6)は，送

出国側から発生する移民は，送出国内においても比較

的人的資本が蓄積した家計である場合が多いため，移

民が受け入れ国の人的資本の流出となると主張してい

る．このように，移民への傾倒は長期的な視点に立った

場合，送出国側に負の影響をもたらす可能性が考えら

れる．

しかし一方で，短期的な視点においては移民は送

出国の貧困家計に大きなメリットをもたらしている．

Adams7) は，グアテマラにおいて移民による送金が地

域内の半数以上の貧困家計の消費水準を向上させてい

ることを示した．また，Cox Edward and Ureta8) は，

エルサルバドルへの移民による送金が子供の学校教育

を受け続けられるかどうかに対して大きな影響力を持っ

ていると述べている．このように開発途上国において

は，移民によって最低限の生活が支えられている以上，

移民に代替する戦略がない限りそれを重要視しないこ

とは難しい現状にある．そのため，移民を容認しつつ

も，地域の貧困問題を徐々に解決していかなくてはな

らないと考えられるが，このような研究の多くは本研

究が提案するように移民によって得た収入と知識によっ

て起業を行うことで，貧困から脱却していくという視

点に立ってはいない．

移民研究のもう一つの視点として，そのモチ

ベーションを分析した研究が多く存在する．例えば

Bodovarsson9) らは，移民労働が発生する場合そこに

は受入れ国側，送出国側の様々な状況が意思決定に影

響する複雑な状況が存在するとし，その要因を送出国

側の push要因，受入れ国側の pull要因，送出国にとど

まる要因，受入れ国に留まらない要因の 4つに大別し

ており，収入や移民コストなどが経済学的観点から見

た移民の意思決定要因と考えられる．また，そのような

経済的な観点に加えて，移民の意思決定に対するソー

シャルキャピタルの影響に主眼を置いた研究も行われ

てきている．例えばDolfin and genicot10)は，ソーシャ

ルネットワークは移民に三つの理由で寄与すると述べ

ている．一つ目は，移民に行くまでのプロセスの情報

提供．二つ目は，目的地の仕事や環境の情報．そして

三つ目は，それらによって移民の金銭的コストを下げ

ることである．また，Giulietti et al11)は，中国におけ

る国内移民労働とソーシャルキャピタルについての分

析を行っている．その結果，家族といった密接なつな

がり (strong ties) だけではなく，友人といった前者に

比べて弱いつながり（weak ties）も移民の意思決定に

影響を及ぼすことを示したと同時に，後者の強さの方

がより移民を促す方向への寄与度が大きいこと示した．

また，Mao-Mei Liu12)もセネガルを対象に，Filiz13) も

タイにおいて同様の結果を実証的に示しており，友人

といった弱いつながりを表すソーシャルキャピタルの蓄

積度によって移民先の情報をより提供してもらうこと

が可能になるためと結論づけている．このように，既往

研究では様々な視点に立ち移民のモチベーションを分

析しているが，これらの研究のベースには移民労働者

はより多くの収入を得，それを国内家計に送金し，消

費に用いることをモチベーションとしていることを想

定している．そのため，Bodovarsson9)が指摘するよう

に移民労働者が帰国後に移民によって得たものを地域

に還元し，地域の経済的自立に貢献するという視点は

持ち合わせていない．また，送金による消費行動のみ

ではなく，移民後の家計が投資，起業を行うことの重

要性に着目し，その影響を理論的に分析した研究は筆

者の知る限り確認できていない．現時点で移民労働が
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頻繁に起こっている状況と長期的な視点から地域の持

続可能性を考えたときに，移民労働者が獲得した外貨

を消費ばかりではなく，投資に使用していくことによっ

て貧困と移民への傾倒という均衡から脱出していくこ

とは非常に重要な観点であると考えられる．そのため，

本研究では既往研究とは異なる視点として，獲得した

外貨を消費ではなく帰国後の起業に投資することの重

要性に着目し分析を行う．

(2) 開発途上国における起業の可能性

Schumpeter14)は，イノベーションによって新たに効

率的な方法が生み出され，それと同時に古い非効率な

方法が排除されていくという創造的破壊が起こること

によって，持続的な経済発展が起こっていくと述べてい

る．ここでイノベーションとは 1)新しい財の獲得，2)

新しい生産方法の獲得，3)新しい市場の開拓，4)原料

といったものの新しい供給源の獲得，5)新しい産業組

織，を意味し，単に企業の経営管理をする人と区別す

る形で，新しい生産要素を組み合わせてビジネスを生

み出す者を起業家として定義している．つまり，その

定義に従えば，起業家によるイノベーションは地域に

変化をもたらし，経済を押し上げる要素となると考え

られる．

現実世界においては,多くの場合シリコンバレーが起

業の盛んな地域として取り上げられることが多い．し

かし一方，そのようなレベルの産業とまではいかなく

ても，起業を通じて地域の課題を解決していこうとい

う動きも古くから存在する 15)．イギリスにおける地域

再生の取り組みの過程から生まれた社会的起業家は，無

差別に多くの地域に展開するようなビジネスを行う起

業家と差別される形で用いられる．市場原理を適応し

にくく採算が合わないといった，社会に取り残された

課題に対して，なんとか収益性を満たすビジネスを設

計しそのニーズを満たしていこうというのが社会的起

業家の大きな特徴である．シリコンバレーのように多

くの資本をもたらす形態の起業ではないものの，不十

分な地域サービスを地域の力で解決していこうとする

自立的な活動を行う動きが活発化していくことが長期

的な視点から地域の存続可能性を高めていくと考えら

れる．

よって，開発途上国のような状況においても，貧困

や移民への傾倒から脱却し，経済的自立を達成してい

くためには先んじて起業家が生まれることが重要であ

ると考えられる．しかし，多くの開発途上国地域では，

地域内に差別化された財を生み出し，地域に付加価値

を生み出すような起業家が育まれている場合は多くは

ない．例えば，筆者が実際に訪れたインドネシアの地

方部においても，街を歩けば同じような大衆消費財を

扱う屋台や店舗ばかりであった．外資系への傾倒とい

う社会的背景からくるイノベーション能力の低さ，そ

して移民によって多くの収入を得たとしてもそれを投

資ではなく消費にばかり使ってしまっているという点

が起業家の発生を難しくしていると考えられる．

そこで，そのような現状を打破し起業家を生み出す

ためには，アイデアと資本を持った人が現れなくてはな

らないと考えられる．開発途上国内の地域においてそ

のようなポテンシャルを持った人は移民労働に行った家

計であると考えられる．例えば，Indonesia，Malang，

Kalipare地区，Arjowilangun村において移民労働者に

インタビューを行った際，移民労働によって資本と知

識を習得し，帰国後に地域内で印刷業を起こしていた．

また，帰国後の移民労働者に対してビジネストレーニ

ングを行う団体を設立したりと，地域内において比較

的資本を持った移民労働者が地域経済を成長させる重

要な要素となりうる可能性を感じられた．このような

例から，地域内産業によって外貨を獲得することが難

しい状況において，移民労働が異なる産業や文化に触

れることによって生まれの地域内にはないアイデアを

獲得し，獲得した資本を投資することができれば，地

域内に起業家が生まれ，移民と貧困の傾倒から脱却す

るための大きな一歩となると考えられる．

(3) ソーシャルキャピタルと起業の外部性

ソーシャルキャピタルという言葉は 19世紀より存在し

ていたが，それを社会に広く普及させたのはColeman16)

であろう．Colemanは，ヒューマンキャピタルは個人が

所有するものであるが，ソーシャルキャピタルは人と人

の間に存在する資本であると述べた．この時点でのソー

シャルキャピタルの意味はまだ多義的ではあるが，同じ

高校，出身地，あるいは子供を見守る地域社会といった具

体例を挙げ，他の資本と同じく生産的で，特定の目標を

達成しうるものと定義した．また，時にソーシャルキャピ

タルは，自己利益のみを考えた行動ではなく，利他的な

行動を促すとしている．Putnam17)18)は，イタリアの北

部と南部における州政府の統治効果の違いについて，そ

れがソーシャルキャピタルの蓄積度合いの違いであると

述べている．また，ソーシャルキャピタルは，人々に協力

行動を起こさせ，協力行動を社会的に制度化させる「信

頼（trust）」，「互恵性の規範（norms of reciprocity）」，「市

民参加のネットワーク（networks of civic engagement）」

であるといった概念を生み出し，それを社会に広く普

及させた．Narayan19)やWoolcock20)21)は，密接につ

ながる集団内部において，結束を強めるソーシャルキャ

ピタルを「結束型（bonding）ソーシャルキャピタル」

と呼び，逆に外部とのつながりを「接合型（bonding）

ソーシャルキャピタル」呼んだ．前者は，情報の共有，

3

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



取引費用の低下，機会主義的行動の抑制といったもの

をもたらす．一方後者は，外部のサービスや情報への

アクセスを増加させ，集団の外部交渉力を高める．ま

た，長期的な視点に立った場合，「接合型（bridging）」

ソーシャルキャピタルが地域開発を促すためには重要

になってくるが，時として「結合型（bonding）」ソー

シャルキャピタルが持つ内向的なつながりが，「接合型

（bridging）」ソーシャルキャピタルの蓄積を阻害する可

能性があると述べている．このように，ソーシャルキャ

ピタルの定義に関しては様々な視点が存在する．ただ

し，以上の論説からも，ソーシャルキャピタルは個人

ごとではなく個人間に内在する資本であり，人々の協

力関係を促すなど，それによって社会の生産性を高め

ることに寄与するものであると言える．

また，上述したソーシャルキャピタルと本研究の議

論の中心になる起業に関して多くの研究が行われてい

る．Hans and Roger22)は，一般的にサプライコストを

削減することによってより実験的な試みを行いやすく

なるといったリスクをとることが可能になるため，そ

の結果として起業家が増えると述べている．そして，そ

のサプライコストの削減にソーシャルキャピタルが寄

与するとし，三つの関係性を提示している．一つ目は，

市場のニーズといった情報探索をより容易に行えるよ

うになることである．ビジネスの対象となる市場関係

者とのつながりが密接なほど，そのような情報を獲得

しやすいと考えられる．二つ目は，企業内での情報の

共有がより効率的に行えるようになることである．同

じような考え方をする人との密接な関係は，企業を運

営する上でのコストを減らすと考えられる．三つ目は，

生産活動時にビジネスパートナーとの交渉をより容易

にするということである．付き合いのある人であれば，

より容易に協力関係を築くことができると考えられる．

このように，ソーシャルキャピタルの水準が，起業の

初期費用，運営費用を削減することが考えられ，その

結果として起業が起こりやすくなると考えられる．

Per and Benson23)は，スウェーデン国内で起業家と

それ以外の人に関してインタビューを行い，その違いに

関してロジスティック回帰を用いた統計分析を行った．

結果として，起業以前にワークショップなどに参加し，

専門家などといった人と接触があった人ほど起業家に

なる確率が上昇することを示している．また，親類や

友人，近隣住民の中に起業経験者がいる人，そしてそ

れらの人々からのサポートがあった人ほど起業家にな

る確率が高いことも示している．

Elvin24)らは，ヨーロッパとアジアの 35ヵ国の起業家

を対象にソーシャルキャピタルの水準と起業の関係性を

回帰モデルによって分析している．またこの研究では，

Putnamの考え方を踏襲し，ソーシャルキャピタルを「信

頼（trust）」，「互恵性の規範（norms of reciprocity）」，

「ネットワーク（networks）」と三つの次元に分解し分

析を行っている．「信頼（trust）」を表す説明変数には，

家族友人や政府といった対象への信頼をスコア化したも

のを，「互恵性の規範（norms of reciprocity）」は，ルー

ルを破った場合に感じる罪悪感をスコア化したものを，

「ネットワーク（networks）」には，友人との接触頻度

をスコア化したものや，専門家との接触があるかどう

かのダミー変数を用い分析している．また，各国のサ

ンプル中の労働者，起業をしたいと思っている人，起

業に成功した人の三パターンの割合を被説明変数とし

て用いている．その結果，信頼，規範に比べ，ネット

ワークが強いほど起業をしたいと思っている人，起業

に成功した人の割合が大きく，それは，様々な情報へ

のアクセスを容易にし，そのアクセスコストを下げる

ことで，アイデアや市場動向といった情報が得られや

すくなるためと結論付けている．また，特に専門性を

持った集団とのつながりが強いほどより起業に挑戦す

る人や成功者が多い傾向にあると分析結果から述べて

いる．

以上の論点から，ソーシャルキャピタルが起業に与

える影響の一側面として，それが潤沢な状況下におい

ては，それを通じて起業のノウハウや生み出されたも

のやサービスに関する知識の共有が起こりやすくなり，

次なる起業家が生まれやすくなる環境が構築されてい

くと思われる．

3. 基本モデル

(1) 前提条件

開発途上国内のある 1地域を考える．今，地域内に

は移民労働から帰国し，起業のアイデアと労働収入を

獲得したN 人の家計が存在する．そのような状況下に

おいてそれらの家計が移民労働によって得た収入を消

費に使い切るか投資を行うかの選択を行う同時意思決

定ゲームを考える．今，初期状態として異質財が一種

類のみ存在する．これは，地域内に同質財のみが存在

する状況であり，起業家がいない経済環境である．地

域内の家計が移民労働によって獲得した収入を投資し

起業家が生まれれば，異質財の種類数が増えると考え

る．一方，投資を選択しなかった場合起業家は生まれ

ず，地域内の異質財の種類数は変わらないと考える．

家計は自らの効用を最大化するように投資を行うか

どうかの選択を行う．家計は財の多様性に対して選好

を有しており，消費を切り詰めて投資を選択すること

によって多様な財を消費するか，投資を選択せず，収

入をすべて消費に割くという選択することとなる．

起業家は地域内に存在するアイデアを持った家計の

4

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



うちの誰かがなりうるとする．家計の投資が初期費用

として使われることによって地域内に供給される異質

財の種類数が増えるとする．ただし，起業家の利潤は

0であると仮定するため，起業家になった家計は，起業

による所得を得るわけではない．そのため，起業家の

行動は明示的には記述せず，起業家数は投資家数に応

じて増加するという関係のみをモデル内で記述する．

地域内にはN 人の家計が連続的に分布する．ある家

計 j は投資を行うかどうかの選択を行い，投資を選択

した家計数に応じて市場にはM 種類の差別化された財

が供給されるとする．ただし，M ≥ 1である．各異質

財 iの消費量をm(i) とし，各家計の効用を以下のよう

に定式化する．

Uj,k = [
∫M

0
mρ

(i)di]
1
ρ (1)

ただし，k = 1, 2はそれぞれ投資を選択した家計と選択

しなかった家計を表す．また，任意の二種類の異質財

の代替の弾力性 σは

σ = 1
1−ρ (0 < ρ < 1) (2)

である．また，予算制約は以下のようになる．∫ M

0

p(i)m(i)di+ Sk = wj

Sk =

{
s ifk = 1

0 ifk = 2
(3)

ここで，
∫M

0
p(i)m(i)diは異質財の総消費を表す．ただ

しここではすべての異質財の価格は等しいと仮定し，

p(i) = pとする．また，sは投資を行う際に必要な投資額

であり，起業家の初期費用であり，どの家計であっても一

定と考える．wjは移民労働に行った場合の賃金収入であ

り，各家計 jによって異なるとし，wmin ≤ wj ≤ wmax

で一様に分布すると仮定する．これは，家計ごとに言

語能力や職業能力に違いがあり，移民労働に行った場合

に得られる収入が変わってくるためである．家計は，予

算制約をもとに異質財の種類M，異質財の価格 p，収

入wj を所与とし効用最大化を行い，異質財の消費m(i)

を決定する．家計の効用最大化の結果，異質財の消費

m(i)，間接効用関数 Uj,k，価格指数 P は以下のように

なる．

m(i) =
wj − Sk

pσP 1−σ
(4)

Uj,k =
wj − Sk

P
(5)

P = p(M)
1

1−σ (6)

起業家は地域内に存在するアイデアを持った家計の

うちの誰かがなりうるとする．起業を行う際には，初

期費用が必要となるため，それを家計の投資 sによっ

て補填すると仮定する．そのため，投資家が多くなれ

ばなるほど多くの起業家が新たなビジネスを行えるよ

うになる．そこで，地域内の異質財の種類M はすべて

の家計 N 人のうち投資を行った家計数 ns に応じて決

定されると仮定する．ただし，ns は 0 ≤ ns ≤ N を満

たす連続量であると仮定する．このとき上記の関係を

以下に示す．

M = f(ns)
∂M

∂ns
> 0 (7)

ただし，家計の投資 s，つまり起業に用いた初期費用

は，地域内政府に支払うこととなり，政府はソーシャル

キャピタルの維持にそれを使用していると考える．

(2) 家計の行動

ある家計 j の行動を記述する．Uj,1 ≥ Uj,2 の場合，

家計は投資を行い，Uj,1 < Uj,2 の場合，投資を行わな

いと選択する．家計が投資を行った場合，地域内の投

資家数は ns から ns +∆ns に増加する．このとき

Uj,1 − Uj,2 =
wj−s

P(ns+∆ns)
− wj

P(ns)
(8)

=
wj{P(ns)−P(ns+∆ns)}−sP(ns)

P(ns+∆ns)P(ns)
(9)

すなわち，以下が成り立つときに投資を行う．

wj ≥
sP(ns)

{P(ns) − P(ns+∆ns)}
(10)

また，式 (6)より，式 (10)は

wj ≥
sM

1
1−σ

(ns)

M
1

1−σ

(ns)
−M

1
1−σ

(ns+∆ns)

(11)

となる．式 (11)において等号が成立するとき，wj = w∗

とすると wj ≥ w∗の家計は投資を選択し，wj < w∗の

家計は投資を選択しない．

今，wj が wmin ≤ wj ≤ wmax で一様に分布すると

仮定する．このとき，ある閾値 wj = w∗において投資

を行う家計と行わない家計の割合が決定する．

ns =
wmax − w∗

wmax − wmin
N (12)

(3) 投資家数の決定

今，異質財の種類数M と投資家数 ns に関して，以

下のように特定化する．

M = 1 + αns (13)

ただし，0 < α < 1である．このとき，式 (12)は以下

のように変形される．

ns
wmax − wmin

N
= wmax − w∗ (14)

式 (11)において等号が成立した場合の wj(= w∗)と式

(13)を式 (14)に代入すると，

ns
wmax − wmin

N
(15)

= wmax − s
(1 + αns)

1
1−σ

(1 + αns)
1

1−σ − (1 + αns + α∆ns)
1

1−σ

(16)

5
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従って，均衡においては，式 (16)を満たす ns 人の家

計が投資を行うことになる．

式 (16)が n ∈ [0, N ]において内点解をもつためには，

s
1

1− (1 + α∆ns)
1

1−σ

< wmax (17)

を満たす必要がある．

海外における賃金 wmaxが増加すると，式 (17)にお

ける左辺が増加するため，賃金水準が大きくなるにつ

れて内点解が生じ，投資家が発生しやすくなる．また，

次に代替の弾力性を表すパラメータ σに関して，

∂A

∂σ
=

s 1
(1−σ)2 (1 + α∆ns)

1
1−σ log(1 + α∆ns)

{1− (1 + α∆ns)
1

1−σ }2
> 0(18)

となり，経済の成長に伴い，家計の財のバラエティに

対する選好が大きくなると内点解が生じ，投資家が発

生しやすくなることが考えられる．

(4) 分析と考察

海外における賃金wmaxが増加すると，式 (18)におけ

る左辺が増加し，より不等式を満たしやすくなる．よっ

て，職業能力や言語能力といった人的資本を伸ばすこ

とによって移民先でより多くの収入を得られるように

なるように，教育水準を向上させるような政策を行う

ことが投資家の発生につながることが示唆される．し

かし，本モデルでは，一時的な移民労働を仮定してい

るため，移民労働者が国外に定住してしまう可能性を

考えてはいない．もし，人的資本を伸ばした結果，家

計が国外定住を選択してしまった場合，その地域への

資本の流入は起こらないことになる．そのため，その

ような政策を打つ場合は，人材の流出に関しても議論

が必要だと思われる．

次に，家計の投資額 sについて，sの減少に伴い，式

(16)から明らかに h(ns)が増加するため内点解が大き

くなる．よって，起業家の初期費用が減少し，各家計

の必要投資額が減少すれば投資家が発生しやすくなる．

そのため，起業家の税制優遇や起業家向けのファンド

の設立することで必要な資本を獲得しやすくするといっ

た政策が起業家の発生に有効であることが示唆される．

次に，投資家一人あたりの起業家数を表すパラメー

タ αに関して，

∂A

∂α
=

s 1
1−σ (1 + α∆ns)

σ
1−σ

{1− (1 + α∆ns)
1

1−σ }2
< 0 (19)

よって，αの増加に伴い，不等式は成立しやすくなる

ため，h(ns)が増加し，内点解が大きくなる．パラメー

タ αは起業の成功確率を表すものとも捉えられるため，

その上昇が投資家を生みやすくなると考えられる．そ

のため，専門家との接触の機会を設ける，起業のガイ

ドラインを普及，認知させるといった政策により，よ

り洗練されたアイデアを作り上げるようになる力を地

域内で醸成していくような政策が起業家の発生に有効

であると示唆される．

4. 起業の外部性を考慮したモデル

(1) 分析目的

起業家によって新たな財が生み出された場合，次なる

起業家が生まれやすくなることが考えられる．第一に，

次なる起業家は初期資本を獲得しやすくなるためであ

る．起業成功者が現れることによって地域に新たな資

本家が生まれる．その資本が再投資されれば次なる起

業家が資本へアクセスしやすくなり，また新たな起業

家が生まれやすくなると考えられる．第二に，地域内

に起業成功者の技術の蓄積が起こるためである．ソー

シャルキャピタルが潤沢な状況下においては 2.4で述べ

たように，起業家が生み出した技術やノウハウが次な

る起業家に伝播しやすくなる．次なる起業家は，その

技術に従うことによって起業を成功させやすくなるで

あろう．また，技術が蓄積されればされるほど新たな技

術となりうる組み合わせは指数的に増加するため，次

なる起業家が容易にアイデアを獲得することが可能と

なると考えられる．しかし一方で，起業家が生まれな

ければこのような正のフィードバックが働かず，より

起業家が生まれにくい環境となってしまう．このよう

な起業の外部性が存在する状況では複数の均衡解が生

じる可能性が考えられる．そこで，以降では，企業に

伴う外部性を明示的に考慮したモデルへと拡張し，生

じうる複数均衡について吟味する．

(2) モデル

本章で扱うモデルは前節で示した基本モデルとは大

きくは異ならず，異質財の種類数M と投資家数 ns の

関係式の変更のみを行う．今，起業家が増加するほど

次なる起業家が生まれやすくなるという正のフィード

バック効果を反映した形に関係式を変更する．そこで，

以下の関係を仮定する．

M = βns + γ (20)

ここで β > 1であり，β の増加は正のフィードバック

効果が大きくなることを表す．γは異質財の種類数の初

期状態を表すパラメータであり，γ > 0を満たす．

前章と同様に式 (12)を変形すると，

ns
wmax − wmin

N
= wmax − w∗ (21)

式 (11)において等号が成立したときの wj(= w∗)と式

6
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(20)を式 (21)に代入すると，

ns
wmax − wmin

N
(22)

= wmax − s
(βns + γ)

1
1−σ

(βns + γ)
1

1−σ − (βns+∆ns + γ)
1

1−σ

従って，均衡においては，式 (23)を満たす ns 人の家

計が投資を行うことになる．

若干の計算により，以下の条件を満たすときに複数

均衡を持つことがわかる．

wmax ≤ s
(1 + γ)

1
1−σ

(1 + γ)
1

1−σ − (β∆ns + γ)
1

1−σ

(23a)

wmin ≤ s
(βN + γ)

1
1−σ

(βN + γ)
1

1−σ − (βN+∆ns + γ)
1

1−σ

(23b)

まず家計の収入の分布に関して，wminと wmaxが非常

に小さく，労働による収入が低水準にある時，式 (23a)

及び式 (23b)は成立しやすくなるものの，複数の均衡

解を持ちにくくなる．つまり，家計の収入の分布が低

水準から高い水準に移行するある状況において複数均

衡が存在すると考えられる．

次に，家計の多様な財への選好を表すパラメータ σ

を議論する．式 (23a)における右辺を C(ns)，式 (23b)

における右辺をD(ns)とおくと，以下が成立する．

∂C(ns)

∂σ
> 0 (24a)

∂D(ns)

∂σ
> 0 (24b)

∂r(ns)

∂σ
=< 0 (24c)

その値が大きく，多様な財が地域内で選好されない状況

においては式 (24a)，式 (24b)より式 (23a)及び式 (23b)

は成立しやすくなるものの，式 (24c)より複数の均衡解

を持ちにくくなる．つまり，経済が成長し，地域に多

様な財を選好する家計が現れる過程においてそのよう

な複数均衡が存在すると考えられる．

次に，財の種類数の初期状態を表すパラメータ γ に

関して，B(ns) =
βns+∆ns+γ

βns+γ とおくと以下が成立する．

∂B(ns)

∂σ
=< 0 (25)

次に均衡解の安定性に関して分析を行う．ns = n1

の周辺に関して，仮に均衡解 n1を微小に増加させたと

き，q(ns) < r(ns)が成立する．今，
∂r(ns)
∂ns

> 0であり，

r(ns) = wmax−w∗と表されるのでこの状況は図 4.2が

示すようにw∗が減少し家計がより投資を行いやすくな

ることを意味する．一方，均衡解 n1を微小に減少させ

たときw∗が増加し家計がより投資を行いにくくなるこ

とを意味する．つまり，均衡解 ns = n1 は不安定均衡

である．

次に，ns = n2の周辺に関して，仮に均衡解n2を微小

に増加させたとき，q(ns) > r(ns)が成立する．ns = n1

周辺の議論と同様に，この状況は図 4.3が示すようにw∗

が増加し家計がより投資を行いにくくなることを意味す

る．一方，均衡解 n2を微小に減少させたとき w∗が減

少し家計がより投資を行いやすくなることを意味する．

つまり，均衡解 ns = n2は安定均衡であり，ns = n2の

均衡に到達した場合，その点にロックインされる．

5. 分析と考察

起業の外部性を考慮した場合，その均衡解には複数

均衡解が生じる可能性が存在する．初期時点において

投資家の数がある水準以下にとどまっている場合には，

投資家が発生せず，地域内に新たな財を生み出す起業

家は発生しない．しかし，初期時点における投資家の

数がある水準を越えた場合，投資家の数は増加し，一

定の起業家が発生する均衡解 n2に到達する．したがっ

て，地域内で投資が起こり，起業が生まれていくため

には初期時点においてある一定レベル以上の投資家数

（起業家数）を確保する必要があると考えられる．また，

そのような複数均衡が生じる状況は賃金水準の向上，財

のバラエティ対する選好の高まる過程において生じる

ことが分かった．

次に，複数均衡が存在する下でその均衡解に関して

分析を行う．複数均衡が存在する下で賃金水準を高くし

たとき，つまり wmin と wmax の値を大きくしたとき，

r(ns)は明らかに増加するため均衡解 n1は小さくなり，

n2は大きくなる．つまり，より多くの海外収入を得ら

れるようになれば，投資家が 0ではない均衡に達する

ために必要とされる投資家数が減少する．また，その

投資家数が達成されれば，より多くの投資家が存在す

る均衡に達するようになる．よって，職業能力や言語

能力といった人的資本を伸ばすことによって移民先で

より多くの収入を得られるようになるように，教育水

準を向上させるような政策を行うことが投資家の発生

につながることが示唆される．しかし，本モデルでは，

一時的な移民労働を仮定しているため，移民労働者が

国外に定住してしまう可能性を考えてはいない．もし，

人的資本を伸ばした結果，家計が国外定住を選択して

しまった場合，その地域への資本の流入は起こらない

ことになる．そのため，そのような政策を打つ場合は，

人材の流出に関しても議論が必要だと思われる．

複数均衡が存在する下で起業の初期費用 sの値を小

さくした時，r(ns)が明らかに増加するため均衡解 n1

は小さくなり，均衡解 n2 は大きくなる. つまり，起業

の初期費用が小さくなれば投資家数が 0ではない均衡

に達するために必要とされる投資家数が減少する．ま

た，その投資家数が初期時点において達成された場合

に達成される均衡では，より多くの投資家が存在する
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ようになる．よって，起業家の初期費用が減少し，各

家計の必要投資額が減少すれば投資家が発生しやすく

なる．そのため，起業家の税制優遇や起業家向けのファ

ンドの設立することで必要な資本を獲得しやすくする

といった政策が起業家の発生とその人数を増やすこと

に有効であることが示唆される．

次に，起業家が生まれた際に次なる起業家が生まれや

すくなる効果の大きさを表したパラメータ βに関して，

∂B(ns)

∂β
> 0 (26)

式 (26)より B(ns)が ns に関して単調増加であるた

め，r(ns)は βに関して単調増加である．そのため，起

業家が生まれたときに次なる起業家が生まれやすくな

るほど r(ns)が増加し均衡解 n1 は小さく，均衡解 n2

は大きくなる．つまり，そのような効果が大きくなる

ほど，0ではない均衡に達するために必要とされる投資

家数が減少する．また，その投資家数が初期時点にお

いて達成された場合に達成される均衡では，より多く

の投資家が存在するようになる．よって，起業成功者

が次なる起業家に資本の提供を行いやすくなる環境整

備や，ソーシャルキャピタルの醸成を通じて，起業成

功者の知識や技術の共有が起こりやすい地域を形成し

ていくことによって，より起業家が生まれやすく，生

まれた際にその数が大きくなる可能性が示唆される．

6. おわりに

本研究では，開発途上国が貧困と移民への傾倒とい

う均衡から抜け出し，持続可能な地域経済を形成して

いくための一歩として，移民労働者の帰国後の起業を

その手段として位置づけ，それを促すための政策的示

唆を得るために分析を行った．具体的には，移民後家

計の消費と投資の選択行動に関する理論モデルを構築

し，各政策変数に関して分析を行った．
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